別添
紛争解決援助事例


労働者からの申立内容
　育児休業から復帰後、育児休業取得者が正社員からパートに転換する慣行があることを理由に、事業主より、正社員からパートへの身分変更を強要されている。正社員として勤め続けたいので、労働局長に紛争解決援助を申し立てる。
事業主からの聴取内容
　不景気による賃金抑制のために正社員からパートへの身分変更を社内で進めており、過去には育児休業を取得した正社員をパートに身分変更する慣行もあったが、正社員からパートへの身分変更を申立者に求めた理由は、育児休業を取得したことではない。申立者に正社員の業務をさせられないとも考えていない。

雇用均等室による援助
　育児休業取得を理由とした不利益な身分変更は育児・介護休業法により禁じられているため、申立者の身分変更を行わないよう事業主に助言した。
結果
　相談者は正社員のまま勤務できることとなった。


労働者からの申立内容
　妊娠したことを事業主に報告したところ、雇用契約期間中に強制的に退職届を書かされたが、産前・産後休業を取得した後、育児休業も取得して復職したいので、労働局長による紛争解決援助を申し立てる。
事業主からの聴取内容

　申立者から妊娠の報告を受けた後、申立者の雇用契約を更新している。就労をやめたいと申立者がもともと希望していた時期に、医師の指示により母性健康管理指導事項連絡カードが申立者から提出され、分娩までの休業の申出があったため、退職することになったものである。

雇用均等室による援助
　妊娠等を理由とした退職強要は男女雇用機会均等法で禁じられていること、期間雇用者であっても産前休業を取得することは可能であり、産後休業も認められていること、一定の期間雇用者は育児・介護休業法により育児休業取得が可能であることを事業主に説明　した。
結果
　事業主は申立者の退職届の撤回を認め、申立者は産前・産後休業と、育児休業を取得できることとなった。






















































【事例②】　妊娠したことを理由に、退職を強要されたとして申立があったケース











【事例①】　育児休業から復職した際に、正社員からパートへの身分変更を強要されたとして申立があったケース















